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研究要旨 

 

近年，低・中所得国から高所得国に流入する移民における Human Immunodeficiency Virus（以下 HIV）

感染とその対策が，国際的な共通の問題となっている．本邦においても増加する在留外国人における

HIV 感染者数は減少に転じず，今後更なる在留外国人の増加およびその HIV 感染の発見のためには，そ

の HIV 検査の受検率を向上させることが重要となるが，その効果的な介入に関するレビューはない．そ

こで本研究は、先進国における発展途上国からの移民の HIV 受検率の向上に関する効果的な介入方法を

示すことを目的とする。 

本研究は，システマティック・レビューである．文献検索のサーチエンジンには，PubMed，PsycINFO，

CINAHL，Web of Science を用いた．検索期間は，1997 年から 2015 年 12 月 23 日までとした．取り込み

基準は，移民の HIV 検査受検率増加に関する介入を報告した英語の原著論文とした．研究の質の評価に

は，Mixed Methods Appraisal Tool（以下，MMAT）を用いた． 

文献検索の結果，3220 編がヒットし，最終的に 4 編が本レビューの解析対象論文として抽出された．

レビュー論文の heterogeneity によりメタ解析は困難であったため，本レビューはナラティブ・レビュー

となった．4 編のうち 2 編は啓発および教育介入により HIV 検査数の増加を報告した文献で，介入方法

はアメリカのラテン系移民を対象とした HIV 予防教育プログラムや各種メディア媒体による HIV 関連

の情報提供を行うキャンペーンであった．その他の 2 編は，移民を含めた HIV 検査の実施プログラムに

関する文献で，介入方法はカナダにおける結核患者に対する医療者主導の HIV 検査プログラムの実施

や，アメリカにおけるメキシコ系移民のためのモバイルヘルスクリニックの展開であった．方法的な限

界により，MMAT スコアは低い傾向にあった． 

本レビューの結果より，移民の母国語による HIV 予防プログラムの提供や HIV の情報を提供するマ

ルチメディアキャンペーンの実施，医療者主導の HIV 検査の実施やモバイルヘルスクリニックの展開

が，HIV 検査受検率の改善に寄与する可能性が示唆された．一方，その効果的な介入策の報告が非常に

少ないことも明らかとなり，本邦での本領域における更なる研究の必要性が示された． 

 

 

 

 近年，先進国で移民が著しく増加しており，

1990 から 2015 年の 4 半世紀における増加数は日

本で 968,251 人，アメリカで 23,376,076 人，ドイ

ツで 6,069,509 人となっている[1]．そのような先

進国において，未検査のまま気づかれずに Human 

Immunodeficiency Virus（以下 HIV）に感染してい

る移民の割合が最大で 50%以上にも達している

可能性があることが近年報告されている[2]．この

ように，低・中所得国から高所得国に流入する移

民における HIV 感染とその対策は，国際的な共通

の問題となっている[3-5] 

 一方，本邦においても HIV 感染対策は大きな課
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題となっており，エイズ動向委員会の報告[6]では

新規 HIV 感染者数は 2008 年以降高止まったまま

となっている．また，外国籍男性の新規 HIV 感染

者数は，2013 年は 97 件で過去最多，2015 年は 

88 件で過去 2 番目に多い数に達した．2016 年の

総 HIV 感染者数における在留外国人の割合は

10%前後と，人口比率を考慮すると高い割合とな

っている．法務省の在留外国人統計[7]によると，

総在留外国人数は 2016 年で 2,765,267 人，その 10

年前の 2006 年で 2,084,919 人となっており，特に

フィリピン，ベトナム，ネパール，タイ，インド

ネシアなどアジアの中進国や発展途上国の国籍

を有する者の増加が著しい．一方，本邦における

保健所等における HIV 抗体検査件数は平成 20 年

の 146,880 件をピークに，平成 27 年には 96,740

件と減少傾向を示しており[8]，今後更なる在留外

国人の増加とその HIV 感染の発見のためには，在

留外国人の HIV 検査の受検率を向上させること

が重要となる． 

移民における HIV 検査受検に関する文献レビ

ューにおいて，Sarah J.B.らは低中所得国から高所

得国に移民した人々における HIV 検査への促通

因子と阻害因子について報告した[9]．また，

Alvarez-del Arco D らは，高所得国における移民の

HIV 感染の有病率や HIV 検査の受検率について

報告した[10]．このように移民の HIV 受検に関す

る現状の動向を示すレビューはあるが，実際に

HIV検査の受検数の増加方策としてどのような介

入が効果的であるかを明らかにした研究はない．

そこで、高所得国における低・中所得国からの移

民の HIV 検査受検数の増加に関する効果的な介

入方法を示すことを目的とする。 

 
Ｂ．研究方法 
本研究のデザインは，システマティック・レビ

ューである．文献検索のサーチエンジンには，

PubMed，PsycINFO，CINAHL，Web of Science を

用いた．検索期間は，Highly Active Anti-Retroviral 

Therapy（以下，HAART）の効果が 1996 年に発表

された[11, 12]ことを踏まえ，その翌年の 1997 年

から 2016 年 12 月 23 日までとした．図 1 に，本

文献検索で用いた検索式を示した．文献の取り込

み基準は，移民の HIV 受検率向上に関する原著論

文とした．対象言語は，英語とした．除外基準は，

総説，レビュー，会議録，論説，レター，ニュー

ス，または英語以外の原著論文とした．研究の質

の評価には，様々な研究で用いられている Mixed 

Methods Appraisal Tool[13] （以下，MMAT）を用

いた． 

 

文献抽出は．2 名のレビュアーにより共同で行

われた．文献抽出は 2 段階に分けて行われ，第 1

段階として，文献タイトル，文献の種類，アブス

トラクト，重複検索確認によるスクリーニングが

行われた．第 2 段階として，スクリーニング後に

選別された原著論文の本文精読を行い，解析対象

となる原著論文を抽出した． 

 文献の解析は，Microsoft Excel 上で行われ，そ

の内容について著者，対象，介入，結果を要約し

た．抽出された文献の heterogeneity を考慮し，そ

の後の結果の統合の方法を決定した．文献管理に

は，EndNote X7 を用いた． 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は既に公開されている論文の内容を分

析するものであるため、倫理面への配慮は特にな

い。 

 

Ｃ．研究結果 

 文献検索の結果，3220 編がヒットし，最終的に

4 編が本レビューの解析対象論文として抽出され

た（図 2）．それらの heterogeneity によりメタ解

析は困難であったため，本レビューはナラティ
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ブ・レビューとなった．表 1 には，各論文のサマ

リーを示した． 

4 編のうち 2 編は啓発および教育介入による HIV

検査数の増加を報告した文献で，介入方法はアメ

リカのラテン系移民を対象とした HIV 予防教育

プログラム[14]や各種メディア媒体による HIV 関

連の情報提供を行うキャンペーン[15]であった．

その他の 2 編は，移民を含めた HIV 検査の実施プ

ログラムに関する文献で，介入方法はカナダにお

ける結核患者に対する医療者主導の HIV 検査プ

ログラム[16]や，アメリカにおけるメキシコ系移

民のためのモバイルヘルスクリニックの展開[17]

であった． 

Rhodes SD ら[14]は，アメリカ、ノースカロライ

ナ州において 142 名のスペイン語話者であるラテ

ン系移民の男性に対し，HIV 予防教育群とがん教

育群に割り当てる無作為化対照試験を実施した．

その結果，前者は後者よりも有意に HIV 検査の受

検率が高かった  (AOR=18.3; 95% CI=3.59–92.9; 

P<.001)ことを報告した. 

Olshefsky AM ら[15]は，アメリカ，サンディエ

ゴとインペリアルバレーにおいて，アメリカ－メ

キシコ国境エリアに住むラテン系スペイン語話

者に対し，8 週間の種々のメディア媒体を用いた

HIV に関するキャンペーン（スペイン語ラジオ，

配布物，インターネット，無料 HIV 検査紹介ホッ

トライン）を実施した．その結果，HIV 検査数の

増加を認めたが，それと HIV 検査受検率向上との

明らかな関連を見出すことは困難であったこと

を報告した． 

Long R ら[16]は，カナダのアルバータ州で肺結

核患者に対し，オプトアウトアプローチと呼ばれ

る被検査者の検査を拒否できる権利を保障した

上で医療者側から HIV 検査を勧めていく検査誘

導方法を実施した．その結果，2003 年には HIV 検

査実施率は全結核患者 1453 名のうち 1317 名

（90.6%）に達し，それには 249 名の Foreign-born 

sub-Saharan African と 771 名の Foreign-born ’Other’

を含んだことを報告した． 

Diaz-Perez ら [17]は，アメリカ，コロラド州で，

メキシコ移民（平均在米歴 6.8 年：0～47 年）に対

し 6 カ月間，週 3 回，夕方に HIV 検査を含めた各

種スクリーニング検査を提供するモバイルヘル

スキャンプを実施した．その結果、訪れた 1,553 名

のうち，70 名 (4.5 %)が HIV スクリーニング検査

を受検したことを報告した． 

表 2 には，論文の質の評価に用いた MMAT ス

コアを示した．研究デザインは，全て量的解析で

あるが，4 編のうち 3 編が記述的研究であったよ

うな方法的限界もあり，MMAT スコアは低い傾向

にあった． 

 

Ｄ．考察 

本レビューでは，本邦の在留外国人の HIV 検査

受検率の向上を図るために，高所得国における

低・中所得国からの移民の HIV 検査受検数の増加

に関する効果的な介入方法について検討した．レ

ビューの結果，その効果が示唆された介入方法と

して，移民の母国語による HIV 予防プログラムの

提供[14]や HIV の情報を提供する複数のメディア

媒体を用いたキャンペーンの実施[15]，医療者主

導の HIV 検査の実施[16]やモバイルヘルスクリニ

ックの展開[17]が示された． 

本レビューでは，HIV 感染予防プログラムの提

供が HIV 検査の受検率向上につながった文献を

抽出した[14]．Bahromov M らも，タジキスタンか

ら出稼ぎ先のモスクワへ移動中の移民に対し，そ

の電車内で HIV 予防プログラムを実施し，それら

の HIV 感染リスクのある行動の抑制につながっ

たことを報告しており[18]，HIV 感染予防におけ

るその多面的な効果が示唆されている．一方，
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Schulden JD らはアメリカでの英語によるコミュ

ニケーション能力不足が移民の HIV 検査の障壁

となっている可能性を指摘している[19]．また，本

邦でも既に外国人の言語問題が医療アクセスへ

の障害となっていることが報告されている[20]．

それらを踏まえると，HIV検査の受検率向上には，

本邦でも HIV 感染予防プログラムの提供を在留

外国人の母国語で行うことが今後さらに重要に

なると考えられる． 

Olshefsky AM らは，移民に対するスペイン語に

よる HIV の情報を提供する様々なメディア媒体

を用いたキャンペーンによる広報活動が，HIV 検

査の受検数の増加につながったことを報告した

[15]．また，Martinez O らは，アメリカにおいて介

入が困難とされてきたスペイン語話者のラテン

系の同性愛者にフェイスブックなどのソーシャ

ルネットワークサービスを通じてコンタクトを

とることができたことを報告した[21]．このよう

に各種メディアを利用した HIV 関連情報の効果

を考慮すると，本邦でも HIV 検査の方法を含めた

HIV感染予防の教育および啓蒙活動を在留外国人

の母国語で行うシステムを構築することが，HIV

検査の受検率向上に寄与する可能性があると考

えられる． 

本レビューでは，オプトアウトアプローチによ

る移民の HIV 検査受検数の増加に関する報告に

も言及した[16]．Jayaraman GC らの文献[22]でも

紹介されたオプトアウトアプローチは，Provider-

initiated approach とも呼ばれ，2007 年に WHO[23]

によって推奨された「受診した人に対して，医療

者が標準的な医療の一環として HIV 検査および

カウンセリングを勧めること [24]」である．

Provider-initiated approach もしくはオプトアウト

アプローチに関する研究については既にレビュ

ーも Roura M らにより報告されており，HIV 検査

の受け入れ率が国により 31%～99%と大きな隔た

りがあることや，検査受け入れの集団特性にも性

別や年齢等で一貫しない結果などが指摘される

等，その介入方法の有効性が状況によって異なる

ことが指摘されている[25]．神田らによる報告で

は，本邦におけるオプトアウトアプローチの実施

には医療環境整備や社会資源の今後必要となる

ことが述べられている[24]．このように，本邦の在

留外国人におけるオプトアウトアプローチはHIV

検査受検数の増加につながる可能性はあるもの

の，それに付随する様々な問題を解消することが

必要となる可能性があると考えられる． 

Diaz-Perez らは，移民のコミュニティにおける

モバイル診療所の展開における HIV スクリーニ

ング検査について報告した[17]．このように検査

対象集団に対して積極的に HIV 検査を提供する

試みに関する報告は他にもあり，大学構内におけ

る HIV の迅速検査のサイトの設置[26]や集合住宅

における個別訪問による HIV 検査の提供[27]など

がある．まだその有効性について統計的に明らか

にした先行研究はないが，このように検査提供側

が対象集団のコミュニティなどへ能動的に HIV

検査を提供する方策を施行することも，本邦にお

いて在留外国人の HIV 検査数を増加させる選択

肢になりうると考えられる． 

一方，その効果的な介入策の報告が非常に少な

いことも明らかとなった．Blondell SJ らは，移民

の HIV 検査受検に関するレビューにおける限界

として，移民の背景が同質でないことや，国によ

って対象集団が異なることを指摘している[9]．よ

って，今後は，在留外国人の HIV 検査受検数増加

の効果的な方策立案のために，本邦での本領域に

おける独自の追加調査および研究が必要である

と考えられる． 

 

Ｅ．結論 

 先進国における発展途上国からの移民の HIV

受検率の向上に関する効果的な介入方法を示す

ことを目的として、文献研究を行ったところ、4 本

の論文が該当した。移民の母国語による HIV 予防

プログラムの提供や HIV の情報を提供するマル

チメディアキャンペーンの実施，医療者主導の

HIV検査の実施やモバイルヘルスクリニックの展

開が，HIV 検査受検率の改善に寄与する可能性が

示唆された．一方，その効果的な介入策の報告が
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非常に少ないことも明らかとなり，本邦での本領

域における更なる研究の必要性が示された 
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